
 

草加市告示第４０６号 

 

叶え合う支援のための公民連携プラットフォーム構築等事業業務委託に係

る提案手続開始の公告 

 

 叶え合う支援のための公民連携プラットフォーム構築等事業業務委託について、公募

型プロポーザル方式により受託者を公募するので、次のとおり公告する。 

 

令和７年５月３０日 

草加市長 瀬 戸 百合子 

 

１ 名称 

 叶え合う支援のための公民連携プラットフォーム構築等事業業務委託 

 

２ 業務概要 

 叶え合う支援のための公民連携プラットフォーム構築等事業業務実施に際し、本業

務を委託することで、効率的に業務を実施していくことを目的とする。 

 業務内容の詳細については、別に示す仕様書のとおりとする。 

 

３ 履行期間 

 契約締結日から令和８年（２０２６年）３月３１日まで 

 

４ 参加資格 

 本業務に係る提案に参加する者は、次に掲げる事項を全て満たす草加市内に事業所

を置く単体事業者又は複数事業者で構成する共同事業体（構成する事業者の５０％以

上が草加市内に事業所を置く事業者。以下「共同事業体」といいます。）とします。 

⑴ 直近５年以内に、国（独立行政法人を含む）又は地方公共団体が発注した、高

齢・障がい・こども・生活困窮の分野等の福祉若しくは地域づくり又はコミュニテ

ィ形成に関わる事業等ソフト事業のまちづくりに関連する業務について、受注実績

を有すること。 

⑵ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しな

い者 

⑶ 公告の日から選定結果通知の日までの期間に、草加市の指名停止等の処置を受け

ていない者 

⑷ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てがなさ



れていない者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始

の申立てがなされていない者。ただし、手続開始決定がされており、かつ、公告日

において本市の再審査を受け、競争入札参加資格を有す者は対象とする。 

⑸ 法人格を有していること。なお、共同事業体の場合は次の全てを満たすこと。  

ア 共同事業体を構成する各事業者等が明確であり、それぞれが法人格を有し、か

つ⑵から⑷までの要件を満たしていること。 

  イ 共同事業体の構成員間における協定書等において、事故が起きた場合の責任の

所在が明確になっていること。 

  ウ 共同事業体の構成員が担当の法人又は本事業における他の共同事業体の構成員

として参加するものでないこと。 

 

５ 担当部署 

 草加市福祉部福祉政策課つながり推進係 與島、中山 

 〒３４０‐８５５０ 草加市高砂一丁目１番１号 

 ＴＥＬ：０４８－９２２－１０２４（直通） 

 ＦＡＸ：０４８－９２２－１０６６ 

 電子メール：fukushiseisaku@city.soka.saitama.jp 

 

６ 関係書類の交付及び手続 

 ⑴ 交付方法 

  関係書類はすべて草加市ホームページからダウンロードすること。 

交付書類一覧 

募集要領 

仕様書 

参加表明書（様式１） 

会社概要（様式２） 

業務実績（様式３） 

提案書（様式４） 

工程表（様式５） 

配置予定者調書（様式６） 

価格提案書（様式７） 

質問書（様式８） 

 ⑵ 交付期間 

  令和７年５月３０日（金）から令和７年６月１８日（水）午後５時まで 



 ⑶ 手続 

  「叶え合う支援のための公民連携プラットフォーム構築等事業業務委託に係る公

募型プロポーザル募集要領」のとおりとする。 

 

７ スケジュール 

日程 内容 

令和７年 ５月３０日（金） 募集開始 

     ６月１１日（水） 質問提出期限 

     ６月１６日（月） 質問に対する回答期限 

     ６月１８日（水） 参加表明書提出期限 

     ７月 ４日（金） 
参加業者への書類審査結果通知 

（提案書提出依頼） 

     ７月１６日（水） 提案書・見積の提出期限 

     ７月３０日（水） プレゼンテーション実施 

     ８月中旬 選定結果通知、契約交渉 

     ９月頃 契約手続、業務開始 

 


